[タイトル]

（１）金銭債権の貸倒損失を法人税法２２条３項３号にいう「当該事業年度の損失の額」としての損金の額に算入するための要件及びその要件該当性の判断，（２）経営破たんした住宅金融専門会社の設立母体である銀行が放棄した同社に対する貸付債権相当額が法人税法２２条３項３号にいう「当該事業年度の損失の額」としての損金の額に算入されるべきであるとされた事例
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[事実の概要]

日本興業銀行は、日本ハウジングローン株式会社（以下「ＪＨＬ社」という。）に対する残高三七六〇億五五〇〇万円の貸付債権（以下「本件債権」という。）を有していた。しかし、平成八年三月二九日付けでＪＨＬ社との間で債権放棄約定書を締結して本件債権を放棄し、平成七年四月 一日から平成八年三月三一日までの事業年度（以下「本件事業年度」という。）の損金の額に算入して欠損金額を一三二億七九八八万七六二九円とする申告をした。ところが、被上告人である国から、上記の損金算入を否認され、平成八年八月二三日に更正処分及びこれに係る過少申告加算税の賦課決定を受け、平成一〇年三月三一日に所得金額を三六四一億八一〇九万九一六二円とする法人税の再更正並びにこれに欠かす過小申告加算税及び重加算の各賦課決定を受けたことから、日本興業銀行の訴訟承継人である上告人みずほコーポレート銀行が、上記の再更正及び各賦課決定の取消を求めた。 
[判旨]

「法人の各事業年度の所得の金額の計算において，金銭債権の貸倒損失を法人税法２２条３項３号にいう「当該事業年度の損失の額」として当該事業年度の損金の額に算入するためには，当該金銭債権の全額が回収不能であることを要すると解される。そして，その全額が回収不能であることは客観的に明らかでなければならないが，そのことは，債務者の資産状況，支払能力等の債務者側の事情のみならず，債権回収に必要な労力，債権額と取立費用との比較衡量，債権回収を強行することによって生ずる他の債権者とのあつれきなどによる経営的損失等といった債権者側の事情，経済的環境等も踏まえ，社会通念に従って総合的に判断されるべきものである。 」

「興銀が本件債権について非母体金融機関に対して債権額に応じた損失の平等負担を主張することは，それが前記債権譲渡担保契約に係る被担保債権に含まれているかどうかを問わず，平成８年３月末までの間に社会通念上不可能となっており，当時のJHLの資産等の状況からすると，本件債権の全額が回収不能であることは客観的に明らかとなっていたというべきである。そして，このことは，本件債権の放棄が解除条件付きでされたことによって左右されるものではない。 

　したがって，本件債権相当額は本件事業年度の損失の額として損金の額に算入されるべきであり，その結果，興銀の本件事業年度の欠損金額は１１８億７３９０万０８３８円となるから，本件各処分は違法である。」
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